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1 .持続可能な観光産業に向けての課題

本プロジェクトは、外国人観光客数の急増がどのように京都の観光産業、

特に宿泊施設市場に影響を与えたのかという課題のもと、京都市特有の民泊

関係行政を調査し、考察することを目的とした。 2019年度はプロジェクト

活動の最終年度であるため、簡潔にその研究成果を報告したい。 2018年に

おいて京都市の観光消費額は1.3兆円を突破し(l兆 3082億円、前年比

16.l %増、京都府全体では約 1兆3701億円とほぼ京都市が占める)、京都市

の観光消費額の 1兆円越えは3年連続の記録となっている。宿泊する外国人

観光客が過半数を占め、宿泊代や飲食費、買い物代などが増加し(外国人観

光客の消費額は全体の約3割にあたる 3725億円)、で、 1人当たりの消費額

は日本人観光客の 2.2倍に達していると報告された 10 外国人観光客の増加

が見られる一方で、日帰りなど日本人観光客の減少が顕著になり、特に京都

の名所での混雑さと騒音を見るともはや京都のイメージそのものが変化しつ

つある。持続可能で満足度の高い国際文化観光都市の実現と目標は掲げられ

ているものの、①違法民泊対策・宿泊施設の質の向上、②マナー対策、③市

バスの混雑対策、④観光地の混雑対策の4つが喫緊の課題となっている 20

令和の時代に入り、さらに京都市の観光業に激震が走ることになった。

2019年 12月以降に中華人民共和国から広まった新型コロナウイルス感染症

1 京都府Webサイト「京都府平成30年観光入込客数及び観光消費額について」

https://www.pref.kyoto.jp/index.html (2020年1月29日検索)。

2 r日本経済新聞j2019年7月3日付
https:/ /www.nikkei.com/article/DGXMZ046906620TOOC19A7LKAOOO/ (2019年7月

3日検索)。京都観光総合調査京都市産業観光局平成30年 (2018年) 1月-12月

https:// www.city.kyoto.lg.jp/sankan/ cmsfiles/ con ten ts/0000254/254268/30tyosa.pdf 

(2020年1月29日検索)。
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(COVID-19)が猛威を振い、収束が見えない現在まで続いている (2020年

2月現在)。中国では、感染者が死亡に至るなど深刻な事態を引き起こし、

日本を含む東アジア地域を中心に多くの人々が感染し、 2020年2月、日本

政府は、感染者が広がる中国湖北省、 i折江省の滞在経験がある外国人、現地

発行のパスポートを所持する外国人への入国を拒否する措置を実施した 30

この結果2020年2月、京都の観光地では、中国を中心とする海外から訪れ

る人々が激減している九観光は、このような国境を超える感染症の流行に

多大な影響をうけている。平和産業である観光においては、このような事態

を想定し、より複数の国・地域と関係を構築し、人々が安心して日本を訪問

することができるようにすることも大きな課題であろう。

外国人観光客の動向は、京都府内に本社を置くホテルや旅館の経営方式に

大きな影響を与え、宿泊施設市場が大きく変革を強いられた。そして急激な

市場の変化に地方自治体は住民の苦情対応に追われているのが現状である。

しかしながら一方では、環境整備を無視した国の数値目標によってインバウ

ンド経済が活性化されるという事実によって、地方経済は消費力の高い外国

人観光客の存在を否応なしに重視する傾向にあった。少子高齢化社会を背景

に増加している空き家の有効活用といった地域活性化の観点から見ると、疲

弊する地方経済において急増する外国人観光客の呼び込みは経済再生の最後

の頼みの綱になっている。しかし、 2019年末からの新型コロナウイルス感

染症が落とす影は深刻で、「終息が見えなければ、施策も打ち出しにくい」

と予測不可能なトラブルに行政側も端ぐ状態に陥っている 50

3 rNHK NEWS WEB.I 2020年2月13日
https・//www3.nhk.or.jp/news/html/20200212/k1 0012281791 OOO.html 
(2020年2月13日検索)

4 r京都新聞.12020年2月13日付
https://www.kyoto-np.co・jp/articles/ー/153719(2020年2月13日検索)
5 FNN PRIME I終息が見えなければ、施策も打ち出しにくい」京都市は“新型コロナ"
で観光客減...その対策を聞いた

2020年2月15日公開、
https:/ /www.fnn.jp/posts/00050285HDK/202002151230_FNNjpeditorsroom_HDK 
(2020年2月17日検索)
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2. i180日の壁」と i2泊3日以上の滞在の足棚J

以下の報告は、 2019年末からの新型コロナウイルス感染症が深刻化する

前の民泊事'情についてである。一定のルールの下、健全な民泊サービスの普

及を図るため、 2018年6月に住宅宿泊事業法(平成29年法律第65号)が

成立し、日本国内でいわゆる民泊を行う場合には、l.旅館業法(昭和23年

法律第 138号)、 2.国家戦略特区法(平成25年法律第 107号) (特区民泊)、

3.住宅宿泊事業法の方法から選択となった。旅館業法、国家戦略特区法(特

区民泊)、住宅宿泊事業法制度を比較すると、いわゆる i180日の壁」と i2

泊3日以上の滞在」という民泊新法の営業日数制限が申請の足柳となり(表

1参照)、当初予想したほど民泊普及にプラスの法整備につながらなかった。

表 1 旅館業法、国家戦略特区法(特区民泊)、住宅宿泊事業法制度比較

旅館業法 国家戦略特区法 住宅宿泊事業法
(簡易宿所) (特区民泊に係る部分)

営業日数の制限 制限なし 2泊3日以上の滞在が 年間提供日数180日
条件 以内
(下限日数は条例によ (条例で実施期間の
り定めるが、年間営業 制限が可能)
日数の上限は設けてい
ない)

最低床面積、最低 最低床面積あり 原則25m2以上/室 最低床面積あり
床面積 (33m2o ただし、 (3.3m2/ 人)
(3.3m2/ 人)の 宿泊者数10人
確保 未満の場合は、

3.3m2/ 人)

近隣住民との 不要 必要 必要
トラブル防止措置 (近隣住民への適切な (宿泊者への説明義

説明、苦情及び問合せ 務、苦情対応の義
に適切に対応するため 務)
の体制及び周知方法、
その連絡先の確保)

不在時の管理業者 規定なし 規定なし 規定あり
への委託業務

「はじめに「民泊JとはJI民泊制度ポータルサイト IminpakuJ (国土交通省 観光庁)2019年 11
月19日検索)から一部抜粋。
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3.京都での宿泊を避けるアジア人観光客

理由として、京都の宿泊施設が少ないことが挙げられる。宿泊施設を増や

すことが外国人観光客を受け入れる最大課題であるにもかかわらず追いつい

ていない。アジア人観光客の中で韓国、中国、台湾、香港の宿泊者が全体の

約6割占めているが、宿泊先は圧倒的に大阪を好み、京都での宿泊を避ける

傾向にある。その理由は、旅館の食べ物が中国人、韓国人の舌に合わない、

旅館のサービスが文化的に合わないなどというものであり、その結果、旅館

ではなくホテルか民宿という選択になる。この調査結果は、筆者による京都

産業学研究第7号 2009年3月「京都の中国人観光客誘致戦略jでの調査結

果と比較しでもあまり変化は見られなかった。

表2 国籍(出身)別都道府県別外国人延べ宿泊者数(上位5都道府県)平
成 29 年 1 月~ 12月
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引用元.宿泊旅行統計調査報告(国土交通省観光庁 平成30年7月)都道府県別外国人延べ宿泊
者数(上位5都道府県) (平成 29 年 1 月~ 12月)から※うち国籍(出身)別上位10か国を抜粋 6

4.中堅ホテルへの影響

民泊と競合できない点として、法律改定で職員配置が常時義務付けられて

おり、ホテルの場合フロント業に携わるスタッフが必要となることがある。

民泊では、観光客の送り迎えを実施することでその条件をクリアしていると

解釈され、サービスの度合いでは民泊のほうが有利である。季節によって客

室稼働率の変動が人件費に響き、ネット予約では薄利多売が現実となり、ビ

ジネスホテルでも連泊を条件とするものの、一泊2.000円代という価格破壊

が起こっている。

5.民泊経営者への聞き取り調査

本研究では、民泊経営者への聞き取りを行った。その結果、民泊経営の難

しさは次のように集約できた。

6 宿泊旅行統計調査報告(国土交通省観光庁令和元年7月

https:/ /www.mlit.go.jp/kankocho/siryou/toukei/content/001312884.pdf) 12頁。

月

t9u
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E
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①隣人とのトラブルを避けるため、コミュニティティとの信頼関係の構築

が基本となる。

②コミュニティと民泊経営者との関係がWirトWin(相互に利益をもたら

す)でないと継続できない。

③民泊業だけ切り離して考えるのではなく、地域の再生や活性化に一役担

う重要なコミュニティビジネスと考えると成功する。

④民泊業に関してネガティブな情報が蔓延する京都と比べて、大阪はポジ

テイブに民泊業を見る傾向にある。地域によって文化の差異があるため、

新しいものを取り入れる姿勢や方針が異なるのは自然である。よって、

京都は京都らしい民泊業を発展させればよい。

⑤高齢化が進んでいるコミュニティは確実に衰退の一途を辿っている。外

国人であれ、日本人であれ、自分の在住地域に新しい息吹を吹き込んで

くれるのはよいことである。民泊の存在で、喫茶庖や土産が誕生したり

し、多様なビジネスを波及させる要因になっている。

6.新世界(大阪、釜ヶ崎)と新大久保(東京、新宿)の著しい活性化

関西では大阪の釜ヶ崎(あいりん地区)にドヤ街が多く密集していたが、

東京では山谷、横浜では寿町が有名で、ある。ドヤ街が消滅した背景としては、

日雇い労働者に仕事が無くなり、ホームレスに身を落とすものも出てきたこ

とが挙げられる。日雇い労働者がいなくなり、簡易宿泊所が空洞化していっ

たので、一泊 1000円という破格的に安い宿泊料金で寝泊まりの場を提供す

ることにし、その結果海外からのパックパッカーが集まり、ドヤ街は日雇い

労働者の町から大阪で最もグローパル化した地域に変貌した。その理由は、

宿泊料金は安く、外国人に対して偏見が強くなく、住民は友好的であり、飲

食街も豊富で、安価ということである。釜ヶ崎はニューヨークのソーホー

(SoHo)やハーレム (Harlem)のように地域が活性化されていった。今や、

東横インがオープンし、星野リゾートが参入する予定で、外国人観光客であ

ふれかえっている。
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簡易宿泊所の歴史をたどると、日割り計算のアパートと説明するとイメー

ジが明確となる。日雇い労働者が日割りで宿泊できる宿泊所で通称ドヤと呼

ばれ、日雇い労働者が寝泊まりするドヤの集合地域がドヤ街と呼ばれ、戦後

から高度経済成長期にその数は急増する。日雇い労働者の寝泊まりの場とし

てドヤ街が発展したという歴史がある。大阪と京都の違いは、このように社

会的弱者のための町が、他者を排除する意識の壁が低かったことが理由に挙

げられる。今は中国人経営者のカラオケ庖数が日本人経営によるそれより多

く、新世界にチャイナタウンを誕生させる構想も提案されている。

簡易宿泊所を外国人観光客用ホテルに変貌させた事例を紹介する。その施

設の宣伝文句は iGoodprice， good people， good encounter、一度泊まれば

あなたも HomeFamily !親切な多国籍スタッフがお待ちしております。こ

こは、世界中の旅人の家です。」というものである。外国人観光客に主眼を

置き、一泊2800円で部屋を提供している。多くの顧客から高い評価を受け

筆者による撮影:東京、新大久保
ビルー棟に韓国製商品を販売する底、韓国料理庫、そして上階には民泊が営業されている。

撮影日:2019年 12月8日
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ており、 Reviewの一例では、「周りは賑やかなところでしたが、この宿泊

所はとても静かでstaffは日本語、韓国語、中国語での対応ができたし、次

からはホテルに行く必要がないと思いました。とても良かったです。Jとポ

ジテイプなコメントとなっている。英語落語イベント、アート展示、音楽コ

ンサートが開催され、ロピーをアーテイストに貸し出しするシステムもあり、

日本の若者たちの宿泊も増えている。

東京では、新宿近辺の新大久保は今や日本の最大コリアタウンに変貌して

いる。コミュニテイ全体が多文化共生という理念のもとでWin-Winでビジ

ネスが展開され、戦前から在住しているコリア系や中国系の人々が、土地や

ピル所有をしている経営陣の中心となり、韓国料理庖、中国料理屈、民泊業、

旅行代理屈、ピザ申請を支援する NGOやNPO、韓国化粧品が買える「リ

トル明洞」のようなエネルギッシュな雰囲気が感じられる。民泊料金は決し

て安くなく、新宿駅に隣接していることから一泊1万円以上のものが多い。

4人まで最大収容できる一軒家では一泊約5万円程度となり、 3日-4日連

続で滞在した場合、約20万円程度の収入となる。利益率が非常に高いので

ある。加えて、多文化のスポットとして多様な外国人が新大久保に在住して

おり、イスラム教徒用の牛肉や鶏肉(ハラール)を販売する庖なども見られ

。
た

7.九州博多の現状ー韓国人観光客に頼る博多近辺の観光産業の経済的影響

博多港国際ターミナルでは、プサンと博多を3時間で結ぶビートル船が一

日2便運航されているが、日韓関係悪化のため、客数は激減していることが

わかった。入国審査も港で受けられるよう、臨機応変の対応がなされており、

荷物が宿泊先に直接配達されるサービスなどもある。プサン観光を身軽に楽

しめるプランなど、友好な日韓関係を基盤にプサンが外国と感じられないよ

うな「身軽に外国へ」という旅程が多く考案されていた。現在は、外交関係

が悪化しているため、経済に深刻な打撃を与えていることがわかった。同時

に北九州の観光産業は中国人観光客頼りになっていることがわかった。観光

業はいわゆる平和産業とも言われる通り、隣国との正常な関係が基本となる。
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そのため北九州が受けた打撃から学ぶ点も多い。

筆者による撮影.プサンと博多を3時間で結ぶビートル船
揖影日 2019年9月30日
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